
マスタ タイトルの書式設定

2022年4月11日

（東証プライム市場︓8331）

「DX戦略」「サステナビリティ」
「社外取締役座談会」

⃝ 皆さまこんにちは。頭取の米本でございます。

⃝ 本日は、お忙しい中、「ちばぎんIR Day」にご参加いただきましてありがとうご

ざいます。

⃝ 最初に、私から「DX戦略」についてお話しさせて頂きます。３頁をご覧くださ

い。

0



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画
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１．全体像
環境認識
DX戦略全体像

２．ムーンショット目標
アプリ
法人ポータル
データ⼀元化・業務効率化

３．個別事業
地域商社
キャッシュレス
BaaS
パーソナライズ
リモート⾦融コンサルティングサービス・

広告事業
ICTコンサル・自治体DX

４．DX人材
DX人材
営業人員・アイデアピッチコンテスト

持続的経営の実現に向けて
これまでの取組み・外部評価
脱炭素社会の実現に向けて
ファイナンス･ソリューション
サステナブル･ファイナンス
E 〜 CO2排出量 〜
E 〜 情報開示・融資取引方針 〜
S 〜 ダイバーシティ・人権 〜
S 〜 地方創生 〜
S 〜 地域商社・自治体連携 〜
G 〜 ガバナンス

社外取締役プロフィール

DX戦略 サステナビリティ

社外取締役との座談会

1
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マスタ タイトルの書式設定

DX戦略

2

2



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
環境認識

新型コロナウイルスの影響で、デジタル化が加速度的に進展

キャッシュレス取引⽐率

13.2%

29.7%

40%

2010

2020

2025 (政府目標)

3.5兆円

4.7兆円

消費取引

約1.2兆円拡大
千葉県のキャッシュレス市場は

2020年 ⇒ 2025年に約1.2兆円拡大※

4%

2%

1%

92%

66%

38%

4%

3%

2%

29%

59%

247千人

311千人

435千人

2019/12

2021/12

将来アプリ登録
100万先

※ 集計対象 ︓個人のみ
カウント数︓先数

インターネット アプリ窓口 ATM

チャネル別1日
利⽤者数 アプリが顧客接点

の主体へ
アプリが顧客接点

の主体へ

銀⾏取引

14.0

21.5

非デジタル顧客

デジタル顧客※

(1年以内稼働先)

※アプリ登録者､インターネットバンキング契約者等

(千円)

７.5千円

デジタル顧客の収益性
アプリ新規先獲得コスト
1.2千円/1件を上回る一人当たり収益

〔2022/3期上期実績の年換算〕

DX認定事業者

2022年3月
「DX認定事業者」

の認定を取得

New

2022年3月
DX投資促進税制の適用※

※邦銀で、武蔵野銀⾏に次いで2⾏目

New
2023年3月期

0.5億円の節税効果

出所︓経済産業省

※千葉県の⺠間最終消費⽀出(2018年)15.6兆円のうち住宅や企業設備の3.8兆円
を除いた11.8兆円がキャッシュレス対応可能な消費⽀出であるとして推計

振込のアプリ利⽤

アプリ他 アプリ他

振込件数 振込⼿数料

85% 15%

2020下期

2021下期

(10〜2月)

(10〜2月)
91% 9%

計+10％ 計+2％

アプリ経由
他⾏宛振込
の実施先 56%

44%
他チャネルも含め
1年以内に振込実
績が無かった先(2021年6月〜

2022年2月)

千葉県キャッシュ
レス市場規模※

3

⃝ まず、環境認識等についてお話いたします。

⃝ 新型コロナウイルスの感染拡大を契機としまして、消費者の価値観や行動は大きく変化してい

ます。

⃝ 来店客が減少する一方で、アプリの利用は大きく拡大しており、今後はアプリがお客さま接点

の主体になると見込んでいます。

⃝ 上段真ん中のグラフの通り、アプリ経由で振込をしたお客さまの4割超は、過去に当行で振込を

していなかったお客さまであり、アプリ登録はクロスセルのきっかけとなっています。実際

に、アプリで他行振込が可能となる前と後を比べると、振込件数・手数料ともに増加している

ことが確認できます。

⃝ 上段右に示したように、アプリなどを利用するデジタル顧客は、非デジタル顧客よりも一人当

たり収益が年間７千円以上高く、アプリ新規先の獲得コスト１,２００円を大きく上回ってお

り、今後も取引の起点となるアプリの登録者獲得に向けた推進活動を進めることは、当行の収

益拡大にも寄与するものと考えられます。

⃝ 続いて、消費取引に関しては、左下のグラフのとおり、キャッシュレス取引比率は加速度的に

増加し、千葉県のキャッシュレス市場は１.２兆円拡大することが見込まれていることから、当

行が推進するキャッシュレス事業におけるビジネスチャンスは大きいと考えています。

⃝ このような環境認識の中、右下に記載しましたように、当行は３月に経済産業省から「DX認定

事業者」の認定を取得しており、DX推進にかかる経営ビジョンの策定やDX戦略の実現に向けた

体制整備等において、優良な取組を行っているという評価を得ています。

⃝ ４頁をご覧ください。 3



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
DX戦略全体像

ペーパーレス基盤

個人アプリ法人ポータル

API連携

データ利活⽤

ECサイト
地方公共団体
カード会社等

業務運営DX化 人材DX化

顧客向けサービス
DX化

顧客向けサービス
DX化

対面
(リアル)

対面
(リアル) デジタルデジタル

提
携
⾏
へ
展
開

TSUBASA
プラット
フォーム

TSUBASA
プラット
フォーム

お客さま

DXにより銀⾏そのものを変⾰

TSUBASAスマイル

電子契約

キャッシュレス
BaaS

⾮⾦融サービス

パーソナライズ

地域エコシステム

4

⃝ 当行が取り組んでいるDX戦略の全体像となります。

⃝ 環境の変化が激しいことから、全体像が新しくなっていますが、「DXにより非対面取引

では銀行そのもののデジタルバンク機能を整備する」という根本に掲げていることに変

わりはありません。

⃝ 「顧客向けサービスDX」「業務運営DX」「人材DX」をDX戦略の柱に掲げて、デジタルで

できる取引を拡大していき、デジタルとリアルをつないでいきます。

⃝ まずは、デジタルにおける金融サービスを充実させることで「お金のコンシェルジュ」

となったうえで、非金融サービスや地域エコシステムのサービスを提供すること

で、「くらしのコンシェルジュ」になることを目指します。

⃝ パーソナライズされたデータを活用して、お客さまのモノやコトのニーズにまで踏み込

み、購買プロセスの上流で的確な提案ができる仕組みを構築します。お客さま視点の商

品やサービスに価値を感じていただき、お客さまとの取引増加を地域エコシステムや顧

客データの充実に繋げてまいります。

⃝ このような取り組みが、当行の収益増加やコスト削減、そして生産性向上につながって

いくものと考えております。

⃝ また、これらのビジネスモデルを提携行に展開することで、TSUBASAプラットフォーム

を構築してまいります。

⃝ 続いて、現中計で進めているムーンショット目標の進捗について説明します。５頁をご

覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

「くらしとつながるアプリ」に向け、アップグレードを継続

202 305 401 492 

586 
687 

782 862 

1,500 

7.0%
10.6%

14.1%
17.1%

2020/9 2021/3 2021/9 2022/2 将来

(千人)

ちばぎん
アプリ

登録者数

アプリ浸透率※

※ちばぎんアプリ登録者数÷個人の稼働顧客先数

デジタル
顧客数

｢最高のアプリ｣を全てのお客さまに提供する
〜 お客さまのくらしとつながり、あらゆるタイミングで常に使われるアプリ 〜

ムーンショット目標

ムーンショット目標
〜 アプリ 〜

のアプリ化
⾝近な⾦融サービス

のアプリ化 の充実
⾦融サービス

の充実 アプリ
くらしとつながる

アプリ

• 残⾼･⼊出⾦明細照会
• 振替･振込
• 定期預⾦ ⼊⾦･解約
• バーコード⽀払い
• 来店予約

• 残⾼･⼊出⾦明細照会
• 振替･振込
• 定期預⾦ ⼊⾦･解約
• バーコード⽀払い
• 来店予約

提
供
済

計
画

検
討

• デビットカード連携
• カードローン
• 投信明細照会
• 住宅ローン、

無担保ローン申込
• ローン返済予定表

• デビットカード連携
• カードローン
• 投信明細照会
• 住宅ローン、

無担保ローン申込
• ローン返済予定表

• Google Pay、
Apple Pay連携

• 他社とのAPI連携
• 地域商社リンク

• Google Pay、
Apple Pay連携

• 他社とのAPI連携
• 地域商社リンク

■2022年4月〜
• 定期預⾦ 口座開設

■2023年度 上期
• 諸届
• eKYC

■2022年4月〜
• 定期預⾦ 口座開設

■2023年度 上期
• 諸届
• eKYC

■2022年4月〜
• ポイント照会

■2023年2月
• 投信 口座開設･取引
• アプリローン ・通知

■2022年4月〜
• ポイント照会

■2023年2月
• 投信 口座開設･取引
• アプリローン ・通知

■2023年度 上期
• マイナンバー連携
• 地方税統⼀QRコード

■2023年度 上期
• マイナンバー連携
• 地方税統⼀QRコード

• 口座
開設

• 口座
開設

• 自動送⾦
• 住宅ローン繰上

返済

• 自動送⾦
• 住宅ローン繰上

返済

• 異業種連携
• 自治体連携サービス

(子育て､介護､納税等)

• 異業種連携
• 自治体連携サービス

(子育て､介護､納税等)

デジタル顧客数･アプリ登録者数
アプリ浸透率

TSUBASA⾏への展開

開発コストを
約5割削減

4⾏が
導入
武蔵野
中国
群馬
琉球

アプリ導⼊先から人材受⼊
⇒TSUBASA全体で開発

New(千葉県:約180万通 5月発送)
⾃動⾞税納付書 裏⾯広告

(千葉県:約180万通 5月発送)

⾃動⾞税納付を
アプリ推進に活⽤

生活関連サービス全てのハブとなる中核チャネルへ生活関連サービス全てのハブとなる中核チャネルへ 5

⃝ ３月末の登録者数が５０万人を超えたアプリに関しては、「最高のアプリ」をお

客さまに提供することを目標としてアップグレードを継続しており、「身近な金

融サービスのアプリ化」には目途が立っています。

⃝ 今後、「金融サービスの充実」「くらしとつながるアプリ」を目指して、機能を

さらに追加していきます。当行が提供する地域商社やキャッシュレスに加え

て、医療や教育・小売などの事業者との異業種連携や自治体連携を通して、アプ

リが「生活関連サービス」全てのハブとなるように発展させてまいります。

⃝ なお、ちばぎんアプリのプラットフォームをTSUBASA提携行のうち４行が導入済

であり、導入した銀行や今後導入を予定する銀行から人材を受け入れること

で、TSUBASA行全体で開発を進めております。

⃝ また、共同化することにより開発コストを５割程度削減出来ていることに加え

て、体制強化により、機能追加や改善のスピードアップにもつながっておりま

す。

⃝ ６頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

ムーンショット目標
〜 法人ポータル 〜

｢最高の法人ポータル｣を全てのお客さまに提供する
〜 あらゆるサービスのハブとなり、事業活動に欠かせない法人ポータル 〜

事業者と当⾏をつなぐあらゆるサービスのハブとなるデジタルチャネル

ムーンショット目標

つながる
デジタルで
つながる のデジタル化

⾦融サービス
のデジタル化 経営課題の解決

• チャット
• 経営者向け情報配信

■2022年2月
• Web会議

• チャット
• 経営者向け情報配信

■2022年2月
• Web会議

提
供
済

計
画

検
討

• 口座残⾼、明細
• ⼊出⾦推移(グラフ化)

■2022年2月
• 口座情報比較機能

• 口座残⾼、明細
• ⼊出⾦推移(グラフ化)

■2022年2月
• 口座情報比較機能

• BigAdvance• BigAdvance

■2022年5月〜
• アンケート機能
■2022年5月〜
• アンケート機能

■2022年5月〜
• 他⾏口座⼀覧表示
• 返済予定表のデジタ

ル交付
• 借⼊⼀覧照会

■2022年5月〜
• 他⾏口座⼀覧表示
• 返済予定表のデジタ

ル交付
• 借⼊⼀覧照会

• ⾏内メッセンジャー
機能との連携

• ⾏内メッセンジャー
機能との連携

• キャッシュフロー
可視化

• 借⼊申込受付
• 電子契約との連携

• キャッシュフロー
可視化

• 借⼊申込受付
• 電子契約との連携

• 経営診断､財務分析
• 当⾏グループWeb

サイトとの連携
• 業務システムの提供

• 経営診断､財務分析
• 当⾏グループWeb

サイトとの連携
• 業務システムの提供

契約先数

今後の姿

2.1 4.3 4.4 4.5

4.5
6.8

14.0

20.1

30.0

2021/6 2021/9 2021/12 2022/3 将来

(千先)

有料会員

合計

New New

中小企業

大企業

中堅企業

全ての事業者
とデジタルで

つながる

全ての事業者
とデジタルで

つながる

デジタル

対面
(リアル)

6

⃝ 「最高の法人ポータルの提供」を目標として、ちばぎんビジネスポータルを昨年

４月にリリースし、契約者数は順調に増加しています。

⃝ 当初から提供していたチャット機能等に加えて、２月からはWeb会議や口座情報

比較機能を提供済であり、５月には他行口座一覧表示などの機能も追加すること

で、お客さまの利便性を向上させていきます。

⃝ 将来的には、全ての事業者とつながり、あらゆるサービスのハブとなるデジタル

チャネルになることを目指してまいります。

⃝ ７頁をご覧ください。

6



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

3.6
9 

15 
20 

30 
3 

10

23 

40

'20/9'21/3'21/9'22/3 '23/3

(累計 万時間)

当初
計画

当初
計画

計画
上方
修正

ムーンショット目標
〜 データ一元化・業務効率化 〜

ムーンショット目標は実現へ ⇒ 次のステップへ

銀⾏内部で発生する「紙と印鑑の使⽤」を０にする。｢いつでも｣ ｢欲しいものが｣｢欲しい形で｣ 得られる
データ検索システムの実現

ムーンショット目標 ムーンショット目標

2021/7 ムーンショット目標 実現済

データ一元化 業務効率化

支店へのリスト還元

New
今後の姿

経験に
基づいたリスト

AI分析結果に
基づいたリスト

業務削減量

概ね達成

ムーン
ショット

目標
概ね達成

店頭タブレット
｢TSUBASA Smile｣

TSUBASA汎⽤
ペーパーレスシステム

(2022/6〜) New

今後の姿
超軽量店舗 案内係とリモートブースのみ

TSUBASA事務共同化

バックオフィス共同運営

･･･

＜2021/7〜2022/3実績＞
 リスト配信件数︓254件 ■ 同先数︓22.7万先
 接触率︓22％※

＜2021/7〜2022/3実績＞
 リスト配信件数︓254件 ■ 同先数︓22.7万先
 接触率︓22％※

※検証できるもののみを計上

マーケティング戦略の高度化
(パーソナライズ化による顧客アプローチ最適化､⾃動化実現)

7

⃝ データ一元化に関しては、昨年７月に「いつでも」「欲しいものが」「欲しい形

で」得られるデータ検索システムを導入し、ムーンショット目標を実現しまし

た。

⃝ 支店へのリスト還元の結果、収益効果は１億円を超えています。

⃝ 今後は、AI分析に基づいたリストを配信することで、マーケティング戦略を高度

化し、より効率的な営業活動に繋げてまいります。

⃝ 続いて右側でご説明する業務効率化に関しても、６月に導入するTSUBASA汎用

ペーパーレスシステムにより、「銀行内部で発生する紙と印鑑の使用をゼロにす

る」という目標を概ね達成する見込みです。

⃝ 今後は検印業務の本部集約などを進めてまいりますが、将来的には、案内係とリ

モートブースのみとなる超軽量店舗への移行や、TSUBASA行におけるバックオ

フィス共同運営なども検討してまいります。

⃝ また、効率化の進展により、業務削減量は当初計画を上回るペースで進んでお

り、これにより捻出した人員を、営業や企画部門に再配置することで、当行の

トップライン拡大につなげてまいります。

⃝ ８頁をご覧下さい。
7



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

千葉発の｢地方創生の起爆剤となる商品･サービス｣を創出
し、千葉を代表する商品・サービスを生み出していく。

Step 1. ｢地域産品｣

⾮⾦融サービス
〜 地域商社 〜

｢非⾦融サービス｣をハブとして、地域エコシステムを構築

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

Step1の収益イメージ

収
⼊

⽀
出

3年目⿊字化

損益

Step 2. ｢ライフイベント｣

Step 3. ｢くらし｣

食品小売
【主要領域】

新たな日常における消費活動を⽀援
し、「くらしとつながる」を実現

教育健康/介護

クラウド
ファンディング

ECサイト
個別ブランド

新商品･サービス
の発掘･創出

継続販売

個別商品を
ブランド化

クラウドファンディングサイト
「C-VALUE」 (2021/10〜)

公開プロジェクト数 累計51
(公開終了のうち75％が目標⾦額達成)
会員数︓4,000人超

①住宅
②⾃動⾞

ライフイベントに関する

ワンストップで提供

ライフイベントに関する
商流の川上に⽴ち､

⾦融･⾮⾦融サービスを
ワンストップで提供

2022年度上期〜
トライアル開始予定

提携不動産会社提携不動産会社

不動産業者

送客

送客
送客

送客
(住宅ローン)

住宅購入に関する
コンシェルジェサービス

お客さまお客さま データ活⽤･
パーソナライズで
潜在ニーズ発掘

①

②③

④

New

これまで︓④のみ

これから︓①から

8

⃝ ここからは、個別の施策についてご説明します。

⃝ まず、地域商社「ちばぎん商店」は、事業のステップ１である「地域産品の販

売」にあたり、昨年クラウドファンディングサイトとＥＣサイトをオープンしま

した。半年間で累計５１のプロジェクトを公開するなど、着実に成果をあげてい

ます。

⃝ また現在、事業のステップ２である「ライフイベントにかかる商流形成」の取組

みに向けた準備を進めており、今上期中には住宅に係るトライアルを開始する予

定です。

⃝ 具体的には、当行が保有するデータなどを活用してお客さまの潜在ニーズをとら

え、住宅購入の検討段階から住宅ローン借入までの金融・非金融サービスをワン

ストップで提供する態勢を整えてまいります。

⃝ 将来的には、銀行ニーズの先にあるモノ・コトのニーズに更に踏み込んでい

き、「くらしとつながる」を実現してまいります。

⃝ ９頁をご覧下さい。

8



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

地域エコシステム
〜 キャッシュレス 〜

マルチ
決済端末

①TSUBASAキャッシュレス
決済プラットフォーム 構築

②アプリ等との連携
サービス拡充

③地域のキャッシュレス
経済圏 構築

地域エコシステムを構築

VISA
デビット
カード

送客⽀援
アプリ

VISAデビット

地方公共団体
キャッシュレス化

キャッ
シュレス
券売機

TSUBASA
ポイント

法人
デビット
カード

パートナー
加盟店

[2019/10〜]
銀⾏本体で「加盟店事業」参⼊

[2020/10〜]
｢TSUBASA Visaデビットカード｣
（新規口座に自動付帯）

QRコード
決済

BtoB決済
仕⼊･経費 リカーリング

継続課⾦決済

地域商社
EC決済

決済端末の
追加

ポイント
投資

家族カード

ペアレンタル
コントロール

ECモール
域外販売

地域ポイント

加盟店での
ポイント利用

実線︓実現済 点線︓将来構想

⻘︓加盟店事業

⾚︓カード事業

モバイル
POSレジ

セミセルフ
レジ

POSレジ
連動

2021/10〜

2022/4〜
主要ブランドに対応

New

2021/12〜

2022/4〜
New

2022/4〜
New

2022/10〜(予定)
New

Google
Pay

2022/10〜(予定)
New

2022/10〜(予定)
New

プレミアム付
デジタル商品券

他のTSUBASA
⾏へも展開
他のTSUBASA
⾏へも展開

[2022/1〜]
武蔵野銀⾏が「加盟店事業」参入

New

費用按分による
コスト削減効果

加盟店数

計数進捗

カード会員数

取扱高

収益額

※グループ全体
(2022/3︓収益は計画値､他は速報値)

3 11 20 33 
44 50 (千店舗)

本体

21 50 54 73 
100 

'20/3 '22/3 '26/3

(万人)

Visa

(計画)

4,570 5,109 

10,000 (億円)

5 15 
39 16 

27 

54 

'20/3 '22/3 '26/3

(億円)

本体

(計画) (計画)

9

⃝ キャッシュレス事業においては、コロナ影響で取扱高や収益額は当初の計画比で

遅れていますが、土台となる加盟店数やカード会員数は着実に増加しており、今

後、当行グループ収益に大きく貢献することが見込まれます。

⃝ また、１月から武蔵野銀行が加盟店事業に参入しており、費用按分によるコスト

削減効果が見込まれており、他のTSUBASA行にも展開することでキャッシュレス

事業のプラットフォーム化を進めていきます。

⃝ 今後も機能を拡大して利便性を高め、加盟店数、カード会員数を拡大し、地域に

おけるキャッシュレス経済圏を構築することを目指してまいります。

⃝ １０頁をご覧下さい。

9



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

当⾏プラットフォーム当⾏プラットフォーム

地域エコシステム
〜 BaaS 〜

当⾏プラットフォームを「BaaS」として提供し、地域エコシステムを構築

アプリアプリ キャッシュ
レス

キャッシュ
レス 地域商社地域商社 広告 (予定)広告 (予定)

地方自治体地方自治体大学

医療機関

ヘルスケアヘルスケア

子育て

交通機関

事業者

流通

商店街

観光

地域エコシステム例

お客さま

協賛企業協賛企業

キャッシュレスキャッシュレス

TSUBASAポイントTSUBASAポイント

域内広告域内広告

アプリアプリ

不動産事業者
小売事業者
職域

大学
広域医療施設
地方自治体

地域事業者等

お客さま

APIAPI

10

⃝ 当行では、アプリやキャッシュレスなどのプラットフォームを構築済であり、こ

れを「BaaS」として提供することで、地域内における経済循環システム「地域エ

コシステム」を形成することを検討していきます。

⃝ 具体的には、地域の有力事業者や大学などに、APIを通じて金融関連サービスや

生活関連サービスなど、当行の金融・非金融のプラットフォームで提供する機能

を組み込んで、それぞれのお客さまに提供していただき、地域経済圏の中でお金

が循環するような仕組みを目指します。

⃝ １１頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

API連携

パーソナライズ

パーソナライズ

⾦融教育（Webコンテンツ提供）

データ分析から潜在ニーズを掘り起こし、ペルソナ・ライフイベントに合わせた的確な提案

⾦融教育を通して得た銀⾏取引にはない
ニーズ･データをパーソナライズに活⽤
⾦融教育を通して得た銀⾏取引にはない
ニーズ･データをパーソナライズに活⽤

New

(2022/4〜)

0歳 10歳 20歳 50歳 60歳 70歳 80歳

初バイト 就職 結婚 退職 孫の誕生子の誕生

30歳 40歳

資産形成 終活住宅購入お客さまの
ライフイベント

様々なペルソナ
（顧客像）

新成人 独⾝若年 若年家族 定年準備家族 ⾼齢夫婦子なし夫婦

リモート
⾦融コンサル

キャッシュ
レス

非⾦融
サービス

⾦融
サービス

BaaS

11

⃝ 地域商社のステップ２で構築する、ライフイベントの商流の川上、すなわち購買

プロセスの上流に立って、金融・非金融サービスをワンストップで提供する態勢

を整えるためには、パーソナライズが重要となります。

⃝ 一元化したデータを活用して潜在ニーズを掘り起こして、ペルソナに合わせたラ

イフイベントを想定し、的確なタイミングで的確な提案を行い、お客さまのカス

タマージャーニーに入り込んでまいります。

⃝ これらのサービスの中心にあるのはアプリであることから、アプリ登録者を増や

すことは当行にとって重要な戦略となります。

⃝ また、４月からはホームページで金融教育のサービスを提供することから、ここ

から得たニーズやデータも、サービス提供につなげてまいります。

⃝ １２頁をご覧ください。

11



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

新事業
〜 リモート⾦融コンサルティングサービス・広告事業 〜

リモート⾦融コンサルティングサービス
New

出資

2022年4月〜
営業開始

中⽴性

オンライン
完結

アドバイス
特化

新規事業を積極的に展開

人流データに基づく
マーケティング⽀援
人流データに基づく
マーケティング⽀援

広告事業 約600億円千葉県の広告市場規模※︓約600億円
※経済産業書｢経済構造実態調査｣や中小事業者数を基に千葉銀⾏で算出（広告主側のみ）

位置情報を活⽤した地域活性化マーケティング事業

New
2022年2月〜

New
千葉駅周辺の当⾏拠点･商業施設千葉駅周辺の当⾏拠点･商業施設

千葉銀⾏公式LINE千葉銀⾏公式LINE ちばぎんアプリちばぎんアプリ

ビーコン

100m圏内の
お客さまキャンペーン

情報
今後(案)

プッシュ配信の
本格展開
プッシュ配信の
本格展開

当⾏チャネル当⾏チャネル

提携先提携先

商業施設
クーポン

地元事業者への
プラットフォーム展開
地元事業者への
プラットフォーム展開

アプリ メール サイネージ

デジタル広告

地域の事業者地域の事業者 地域の消費者地域の消費者

域外の消費者域外の消費者

発信

発信

地域内外の消費者を地域の事業者に集客

キャッシュレス
加盟店

法人ポータル
会員

融資取引先 自治体
商業施設

2022年5月〜
(予定)

12

⃝ 4月より、野村證券やTSUBASA行と共同で設立した「リモート金融コンサルティン

グサービス」を行う「オンアド」が事業を開始しました。

⃝ 中立性、オンライン完結、アドバイスに特化することが特徴であり、4年目での

黒字化を目指します。

⃝ また、２月より広告事業に向けたマーケティングも開始しており、現在は位置情

報に基づいたプッシュ配信やデジタル広告の効果を検証しています。

⃝ 今後は、プッシュ配信の本格展開や、地元事業者へのプラットフォーム展開など

により、事業を拡大していくことを目指してまいります。

⃝ 当行は、規制緩和をビジネスチャンスとして捉え、今後も様々な新サービスの創

出に挑戦してまいります。

⃝ １３頁をご覧下さい。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
ICTコンサルティング・⾃治体DX

千葉県全体のDXをサポート

ICTコンサルティング

 業務フロー整備
 課題認識･検討

 ITツール導⼊
 初期設定
 業務フロー改善

 経営計画策定
企業のICT化
をサポート

導⼊⽀援
人材紹介

アドバイザリー

(2021/4〜)

⾃治体DX

2022年2〜3月､千葉県･千葉市を含めた県内10⾃治体の職員
約50名に｢DX人材育成プログラム｣のトライアルを実施

DX人材育成支援

県内の他自治体へ展開
⇒ TSUBASA⾏へも展開
県内の他自治体へ展開
⇒ TSUBASA⾏へも展開

マインドセットマインドセット

今後

基本知識スキル基本知識スキル 応用実践応用実践

New

自治体⾏政DXセミナー
⇒ 提携⾏へ展開
自治体⾏政DXセミナー
⇒ 提携⾏へ展開

⾃治体のDXを側⾯支援
⾃治体向けDX支援

4レス

BPR･RPABPR･RPA

ペーパレス
印鑑レス

キャッシュレス
電話レス

オンライン申請オンライン申請

口座振替登録口座振替登録

QR･バーコード決済QR･バーコード決済

AIチャットボットAIチャットボット

効率化

IT化⽀援
70%システム設計⽀援

4%

IT戦略策定
15%

システム導⼊⽀援
1%

ビジネスマッチング
10%

分野

受付件数･分野

取組事例

47件

69件

上期 下期
2022/3期

受付件数

お客さま

 業務フロー洗出し
 業務上の課題整理
 システム要件定義

作成

 販売管理システム
導⼊⽀援

千葉県とのDX人材交流

人材交流人材交流 (４月新設)
デジタル改⾰推進局 13

⃝ 続いて、千葉県全体のDXをサポートする態勢について説明いたします。

⃝ 法人のお客さまのICT化を支援する「ICTコンサルティング」サービスを昨年４月よりス

タートしており、１年間での受付件数は１００件を超えました。

⃝ 基幹系システムの設計や、WEBプロモーション支援などの好事例となる取組みが増加し

ており、着実にノウハウが蓄積できています。

⃝ 今後はシステム人材の紹介や経営企画策定などの総合的なアドバイザリー業務にもつな

げてまいります。

⃝ また、自治体向けのDX支援も積極的に行っており、２月から３月には、県内の１０の自

治体に対して「DX人材育成プログラム」のトライアルを実施しました。

⃝ このDX人材育成支援を、県内の他の自治体やTSUBASA行へも展開し、地方自治体のDX推

進を側面支援してまいります。

⃝ ４月からは、千葉県のDX部門と人材交流を行っており、県や市とも様々な取組を進めて

まいります。

⃝ 以上で、私からの説明を終わります。

⃝ 続いて、昨年６月よりCHROとして当行グループの人事を統括しており、この4月からは

CDTOとしてDXの統括者にもなりました淡路より、DX人材に関して説明いたします。

13



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
DX人材

D

材

D
X
ベ
｜
ス
人
材

DX統括･企画部門
17人DX運用部門

16人

DX営業部門
2人

その他企画部門
5人

DX統括･企画部門
40人DX運用部門

40人

DX営業部門
10人

その他企画部門
10人

DXコア人材 内訳

2022/3時点 2026/3イメージ

40人

D
X
専
門
人
材

DX人材を「３つのレベル」に分けて、それぞれに認定要件を設定

テクノロジー(AI･⾼度な
データ分析等)やデザインに
関する高い専門性を有する
人材

外部人材 (中途)

D
X
コ
ア
人
材

テクノロジーやデザインに関
する⼀定の知識を有し､ＤＸ
を中心的に推進できる人材

ＤＸ初任者研修
（コース別）

ＯＪＴ ⼀部ハンズオン
外部

サービス
を活⽤

ＤＸトレーニー

DXの素養･適正のチェック

ＤＸに関する一定のリテラ
シーを有する人材
（ITパスポート取得）

※職員数︓4,070名 (2022/3時点)

Webデザイン
データサイエンス
アプリ分析
アプリ企画開発
クラウド環境構築

Webデザイン
データサイエンス
アプリ分析
アプリ企画開発
クラウド環境構築

外部派遣

2022/3現在

5人
（うち中途採用3名）

進捗
25％

2026/3までに
20人

2022/3現在

40人

進捗
40％

2026/3までに
100人

2022/3現在

1,270人

進捗
127％

2026/3までに
1,000人

100人

トレーニー期間︓半年〜1年
2021/4 第1期生 10名派遣
2021/10 第2期生 10名派遣
2022/4 第3期生 10名派遣

配属先

累計30人

DX統括･企画部門
7人

DX運用部門
2人

その他企画部門
1人

[第1期生10名内訳]

DX認定制度

14

⃝ CHRO・CDTOとして、当行グループの人材、及びDXを統括している淡路です。私か

ら、DX人材などについて説明させて頂きます。１４頁をご覧ください。

⃝ 当行は、アプリ開発を含めたDX施策の専門人材を内製化する方針を掲げてお

り、今後のDX推進を担う人材を計画的に育成していくため、昨年１０月より「DX

認定制度」を導入しています。

⃝ DXベース人材をITパスポートの取得と位置づけ推奨してきた結果、目標としてい

た１,０００人を半年で達成することができました。

⃝ これらのDXに対して一定のリテラシーを有する行員をベース人材として、DXト

レーニーとして外部に派遣しており、研修終了後にはDXコア人材として、当行の

DXを中心的に推進できる人材となることを期待しています。

⃝ 行員にリカレント、リスキリング教育を施して、新たな業務知識を身につけても

らうと同時に、専門領域と実務経験がある外部人材を中途採用し、行内で融合さ

せていく前向きな「攻めの人事」に取り組んでおります。

⃝ １５頁をご覧ください。

14



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
営業人員・アイデアピッチコンテスト

現在 将来イメージ

営業人員（営業店）

アイディアピッチコンテスト

新ビジネス
の創出

DXを自分事
として捉える

機運醸成

全職員、内定者を対象に
デジタルを活用した

ビジネスアイディアの募集

全職員（77名41件） 内定者（132名24件）

営業
人員数

約970名

営業
人員数

約1,000名

戦⼒値
約1,200人

相当

戦⼒値
約1,300人

相当

⾼度なソリューション
提供のため法人を中心

に増員を検討

若⼿⾏員の
スキルアップ早期化

業務効率化
＋10〜20％

スキルレベル
＋20％

業務効率化
法人

+10％

住宅
ローン
+10％

資産
運用

+20％

 電子契約導⼊
 法人ポータルの活用強化

 電子契約導⼊
 非対面チャネルの強化

 アプリ・コールセンター
等の活用による非対面取
引の強化

スキルレベルや業務効率化等を
考慮した「戦⼒値」を

活用した人員計画

New

15

戦⼒値を活用した人員の最適なポートフォリオ構築を目指す

⃝ 支店の営業人員計画についてご説明します。

⃝ 当行では、今後スキルレベルや業務効率化を考慮した「戦力値」という概念を用

いた人員配置を行うことを検討します。

⃝ 将来的には、効率化による業務量削減を受けた人員再配置により営業人員を

３０名程度増加させることに加えて、行員のスキルレベルの向上や、デジタル化

の進展を受けた業務効率化の効果により、実質的に戦力値が１,３００人相当と

なるような人員計画をイメージしており、一人当たり業務純益やトップラインの

増強につなげてまいります。

⃝ また、全職員や内定者を対象として、デジタルを活用したビジネスアイデアの募

集を行うアイデアピッチコンテストを昨年度に実施しました。

⃝ これらを、行員がDXを自分事として捉える機運の醸成や、新ビジネスの創出につ

なげて、DX戦略をより一層強化してまいります。

⃝ 以上で私からの説明を終わります。

15



マスタ タイトルの書式設定

サステナビリティ

16
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
持続的経営の実現に向けて

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

⻑期志向で社会価値と経済価値の両⽴を目指す

地域経済
・社会 高齢化 ⾦融

サービス
ダイバー
シティ 環境保全

地域経済とコミュニティの
活性化に貢献します

⾼齢者の安心･安全な生活
を⽀えます

より良い生活をおくるための
⾦融サービスを提供します

ダイバーシティと
働き方改⾰を推進します

持続可能な
環境の保全に貢献します

持続的経営＝「⻑期志向」＋「社会価値（社会課題の解決）＋経済価値」

ちばぎんグループSDGs宣言

ESG課題への取組
Environment

環境
Social

地域･社会
Governance
ガバナンス

17

⃝ 皆さま、こんにちは。篠崎でございます。

⃝ 第２部では当行のサステナビリティへの取組みについてお話させていただきま

す。１７頁をご覧ください。

⃝ サステナビリティへの取組みは、地域とともに持続的な成長を目指す私どもに

とって重要な位置づけであり、「ちばぎんグループSDGs宣言」の達成に向け

て、ESG課題への取組みを進めております。

⃝ １８頁をご覧ください。

17



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
これまでの取組み・外部評価

 SDGs宣言制定
 サステナビリティ

方針制定
 統合報告書発刊

 2017年
ESG推進委員会設置

 TCFD提言への賛同表明
 融資ポリシー改定

 人権方針制定
 フードバンク等との

連携協定

 環境方針制定
 気候変動情報の開示
 CO2排出量目標開示

 ESGインデックス投信
の組成・販売

 CO2排出量
目標再設定

（2030年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ）
 GXリーグ基本構想賛同

 2015年
経営諮問委員会設置

 2018年
CxO制導⼊
社外取比率1/3以上に引上

 2015年
地銀人材バンク

 2016年
寄付型私募債の取扱い

 コーポレート
ガバナンスに
関する方針策定

地⽅銀⾏ 大⼿⾏等
A－ 千葉 みずほFG

B
ふくおかFG
八十二

MUFG
SMFG
りそなHD

B－ 1社 1社
C 1社 2社
F 多数（未回答企業）

世界平均︓｢B-｣

邦銀として邦銀として
最⾼水準の
｢A-｣を取得

CDP気候変動スコア

メガ3⾏と
同水準の
｢A｣を取得

MSCI ESG Rating

MSCI指数への株式会社千葉銀⾏の組み⼊れ、およびMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用
は、MSCIまたは関連会社による株式会社千葉銀⾏への後援、推奨、宣伝ではありません。MSCI指数は、MSCIの独占的
財産です。MSCIおよびMSCI指数の名称およびロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。

サステナビリティへの着実な取組み
〜2018 2019 2020 2021 2022

態勢等

環境

社会

ガバナンス

外部評価

 サステナブル・
ファイナンス目標設定

 譲渡制限付き
株式報酬制度導⼊

 SDGs推進室設置

 TFTの導⼊
 企業⾏動指針の導⼊

（企業理念の改定）

 TSUBASA
ダイバーシティ＆
インクルージョン宣言
制定

18

⃝ これまでの活動の流れをご説明いたします。

⃝ ２０１７年に頭取を委員長とするESG推進委員会を設置し、ESG課題をはじめ、広

くサステナビリティに関する取組みをグループ横断的に議論する態勢を整え、推

進を強化してまいりました。

⃝ 昨年１２月には、当行の気候変動に対する取組みに対して、イギリスの環境影響

に係る情報機関であるCDPより邦銀最高水準となる「Aー」の気候変動スコアを付

与されるなど、高い外部評価を得ております。

⃝ １９頁をご覧ください。

18



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
脱炭素社会の実現に向けて

千葉県全体のカーボンニュートラル実現に向け、当⾏・地域のお客さまに向けた取組みを推進

地域のお客さまに向けた取組み

当⾏の取組み

千葉県全体のカーボンニュートラル

気候変動リスクの
把握と適切な開⽰脱炭素への取組み

19

お客さま

脱炭素コンサル
業務提携

CO2排出量
データ

CO2排出量
データ

CO2排出量可視化ツール

CO2排出量可視化コンサル

気候変動対応ニーズ

アドバイザリー特定先を
中心に取組み

CO2排出量
計測⽀援

ちばSDGs
推進ネット

ワーク

ビジネス機会
リスク抑制

脱炭素に向けた
コンサルティング

サステナブル・
ファイナンス

事業性評価への
ESG要素の取り込み

CO2排出量の
把握・削減

（予定）

（予定）

改善したい
657先

自社のサステナビ
リティの取組みを
改善したいと回答

765先

アドバイザリー
特定先の

約9割

（2021年12月実施アンケート）

必要に応じて
連携・情報共有

約5割が当⾏融資先

ちばSDGsパートナー登録企業
945先

ESGの各取組について
具体的な目標の設定が登録要件

⃝ 脱炭素に向けた取組みを喫緊の重要課題と認識し、まず、当行自身の「脱炭素

化」および「気候変動リスクの把握と適切な情報開示」に積極的に取り組んでま

いります。

⃝ 同時に、お客さまの気候変動対応ニーズに対しては、CO2排出量の把握や削減を

支援する態勢を整え、脱炭素に向けたファイナンスソリューション、コンサル

ティングソリューションを提供いたします。

⃝ 当行の主要なお客さまであるアドバイザリー特定先に対してアンケートを実施し

たところ、脱炭素をはじめ自社のサステナビリティへの取組みを改善したいと考

えている先は約９割にのぼり、新たなビジネス機会としてお客さまの取組みを積

極的に支援してまいります。

⃝ 1月に発足した千葉県や県内地銀３行、経済団体などが会員として参加する「ち

ばSDGs推進ネットワーク」とも連携し、地域一体となって千葉県全体のカーボン

ニュートラル実現を目指してまいります。

⃝ ２０頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

中小企業

大企業

中堅企業

528 

978 

498 

529 

1,507 

2,006 0.32 
0.70 

1.06 

下期 上期 3Q
'21/3期 '22/3期

(億円)

ファイナンス･ソリューション

20

お客さまに合わせたファイナンス・ソリューションを提供

 お客さまの事業活動と
SDGsの目標を紐づけ

 お客さまのSDGs達成に
向けた取組みを⽀援

お客さま
 SDGs対応簡易診断サービス

お客さまのSDGs対応度をグラフで示した
簡易レポートを作成

SDGsフレンズローン
累計実⾏額・資⾦利益

サステナビリティ・リンク・ローン
グリーンローン
ポジティブ・インパクト・ファイナンス

SDGsリーダーズローン
サステナビリティ・リンク・ローン型
グリーンローン型

SDGsフレンズローン

 国際原則に準拠したファイナンス
 外部機関（R＆I等）が評価

 国際原則に整合したファイナンス
 ちばぎん総研が評価（R＆Iがフレームワークを評価）

■ 環境に配慮した使途の融資に対して割引⾦利を適用

期末月の資⾦
利益/

1ヶ月当たり

 マイカーローン
 リフォームローン

累計実⾏額

法人のお客さま向けファイナンス

個人のお客さま向けファイナンス

 サステナブル住宅ローン

目的別ローン

住宅ローン

※法人ポータルにおいて提供（2022年1月〜)

⃝ ファイナンス･ソリューションにおいては、お客さまの規模や状況にあわせた商

品を提供しています。

⃝ 大企業向けには「国際原則に適合した」サステナビリティ・リンク・ローンな

ど、中堅企業向けには「国際原則に整合した」SDGsリーダーズローンを積極的に

推進しています。

⃝ また中小企業向けとなる「SDGsフレンズローン」も取扱開始から１年３ヶ月が経

ち、累計実行額は２,０００億円を超えており、着実に実績が積みあがっており

ます。

⃝ そのほか、個人のお客さま向けには、環境に配慮した取組みに対して金利を優遇

する目的別ローンを提供しています。

⃝ ２１頁をご覧ください。

20



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
サステナブル・ファイナンス

定義
環境課題や社会課題の解決を
資⾦使途とするファイナンス

（お客さまのESGやSDGs達成への取組み
を⽀援するファイナンスを含む）

2兆円

サステナブル・ファイナンスを積極的に推進

21

0.53兆円

目標

2兆円

2021/12 2031/3

累計実⾏額目標
（2019年4月〜2031年3月）

うち、環境系ファイナンス

 再生可能エネルギーの活用に取組むお客さまを資⾦面でサポート

2021/12末 融資残高
太陽光発電 1,330億円
バイオマス発電 153億円
⾵⼒発電 127億円
水⼒発電 7億円
合計 1,617億円

当⾏融資による
再生可能エネルギー発電量 (累計)

・年間発電量 ︓約670万MWh
・世帯数換算 ︓約190万世帯
・CO2削減効果 ︓約290万トン

※

再生可能エネルギー融資

0.19兆円

目標

1兆円

2021/12 2031/3

1兆円累計実⾏額目標
（2019年4月〜2031年3月）

サステナブル・ファイナンス

• 国際原則準拠型投融資
• 国際原則準拠型に準ずるような融資
• お客さまのESG／SDGs対応を⽀援

する融資
• 社会インフラ向けプロジェクト・

ファイナンス・投資（PFIを含む）
• 寄付型私募債の引受

• 国際原則準拠型投融資
• トランジションファイナンス
• 再生可能エネルギー関連融資
• 建物のエネルギー効率改善を目的とし

た設備資⾦（グリーン・ビルディン
グ、ZEB、ZEH）

• 環境対応⾞の購⼊を目的とするマイ
カーローン

※日本︓2020年４月〜2021年9月貸出実⾏先
欧州︓2021年9月末現在融資残⾼のある先

太陽光

バイオマス

⾵⼒

洋上送電設備

欧州

愛知田原
バイオマス

発電

群馬新巻
メガソーラー

市原八幡埠頭
バイオマス

発電

洋上⾵⼒発電事業の
海域選定

(関東圏では千葉県のみ)

促進地域に指定
（全国5区域）

銚子

いすみ
有⼒地域に指定
（全国7区域）

うち､プロジェクトファイナンス案件※

※建設中のプロジェクトを含む

⃝ 脱炭素社会の実現に向け、２０３１年３月までにサステナブル・ファイナンスを

２兆円、うち環境系ファイナンスを１兆円取組むことを目標として掲げていま

す。

⃝ 環境ファイナンスについても、千葉県内に限らず、日本全国、海外と幅広い地域

で積極的に取組んでおります。

⃝ 当行の融資によって生み出される再生可能エネルギー発電量は、全体で約

１９０万世帯の電力需要に相当し、そのうち千葉県内では約５４万世帯と、千葉

県内の総世帯数約２８０万の２割を占める水準にあります。

⃝ ２２頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
E 〜CO２排出量〜

22,748 18,986 18,783 19,016 

97.1
77.7 76.9 72.7

2014/3 2019/3 2020/3 2021/3 2031/3

2013年度比
約25％削減単位面積あたりCO2排出量

（Kg-CO2/㎡）

CO2排出量（絶対値）(トン-CO2)

2031年3月までにCO2排出量ネットゼロ
（カーボンニュートラル※を達成）

CO2排出量目標を設定し、脱炭素に向けた取組を強化

目標達成に向けて

（目標）

排出量
ネットゼロ ※自社の排出にかかるSCOPE1＋SCOPE2を対象

(トン-CO2) 2019/3 2020/3 2021/3

SCOPE1 2,591 2,493 2,425

SCOPE2 16,395 16,290 16,591
SCOPE 1･2 合計 18,986 18,783 19,016

SCOPE3（うち出張） 540 540 540
（うち通勤） 1,640 1,660 1,590

CO2排出量内訳
（2020年度）

■省エネ施策の実施
・照明・空調設備の更新による電⼒消費量の減少
・営業⾞の環境対応⾞への切り替え
・太陽光パネルの設置 等

CO2排出量目標
CO2排出量推移

SCOPE３のうち、
上場企業等への融資に基づく排出量を部分開示予定

19,016
トン-CO２

電⼒
87.0％

ガソリン
8.7％

その他
4.3％

■再生可能エネルギーの導⼊やクレジット取引の活用

電⼒における再エネ由来
エネルギー導⼊コスト

約21百万円

その他 約6百万円

合計 約28百万円

全ての電⼒に再生可能
エネルギーを導⼊予定

カーボンニュートラル達成に向けた
想定年間コスト

New

GXリーグ基本構想への賛同表明
New

2022年3月

22

⃝ ３月に公表した通り、CO2排出量削減目標の見直しを行い、２０３１年３月まで

にカーボンニュートラルを達成することを目指します。

⃝ カーボンニュートラルの達成に向けて、環境負荷の低い設備への更新等、自分た

ちにできることをひとつひとつ考えながら様々な省エネ施策を進めてまいりま

す。

⃝ また、当行のCO2排出量の８５％程度を占める電力については、全ての建物に再

生可能エネルギーを段階的に導入していく予定です。

⃝ ２３頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
E 〜情報開⽰・融資取組⽅針〜

気候変動に関する開示を拡充

 気候変動に関する情報を積極的に開示（2019年12月TCFD提言賛同表明）
TCFD提言への取組み

23

千葉県内における台⾵・豪⾬等⾵水災による不動産担保の損壊等
与信関係費用に影響する担保価値影響額

30〜40億円

与信関係費用の増加額
最大で140億円

石油・ガス
石炭

電⼒
ユーティリティ

※1  2019年秋の｢房総半島台⾵｣｢東日本台⾵｣およびそれに続く大⾬に伴う千葉県内における建物被災データ､IPCCのRCP2.6シナリオ（2℃シナリオ）およびRCP8.5シナリオ（4℃シナリオ）を前提に算出。千葉県内の不動産担保（住
宅ローンを除く⼀般貸出のみ）が分析対象。

※2  IEAのSDSシナリオを前提に算出。
※3  TCFD提言が推奨する定義を踏まえたエネルギーおよびユーティリティセクター向け2021年3月末の貸出⾦､⽀払承諾､外国為替､私募債等の合計。ただし､水道事業､再生可能エネルギー発電事業を除く。

当⾏貸出⾦等に占める炭素関連資産の割合1.1％

※1

脱炭素社会への移⾏

大規模⾵水災等 海面上昇

※2

※3

物理的
リスク

2050年
まで

移⾏
リスク

2050年
まで

融資ポリシー

⽯炭⽕⼒発電融資に係る目標

 2019年5月、環境･社会に対して大きな影響を与えると考えられる
特定のセクターに関する融資ポリシーを公表

セクター ⽅針
新設の石炭⽕⼒発電所

向け与信 原則、取り組まない

クラスター弾製造企業
向け与信 使途を問わず禁止

パーム油農園開発
向け与信

十分注意の上、与信判断
・RSPO等の認証の取得状況
・環境に対する配慮状況
・地域社会とのトラブルの発生状況 等

森林伐採事業
向け与信

十分注意の上、与信判断
・FSC、PEFC等の取得状況
・環境に対する配慮状況
・地域社会とのトラブルの発生状況 等

2037年3月までに
⽯炭⽕⼒発電融資残高ゼロ

情報開⽰ 融資取組⽅針

不動産担保の毀損および企業の事業停滞に
基づく与信関係費用増加額を算出予定

鉄鋼セクター追加予定

⃝ TCFDへの対応として、昨年から物理的リスク・移行リスクに対するシナリオ分析

を行っております。

⃝ 与信関係費用への影響額は合計で１８０億円程度と、当行の経営に甚大な影響を

与える水準ではないことが確認できています。

⃝ なお、この試算は初期段階であり、今年の統合報告書の発刊にあわせて、物理的

リスクでは企業の事業停滞リスク、移行リスクでは新たに鉄鋼セクターを追加し

た影響額の開示を予定しており、より広範囲な影響額の計測を順次進めていく方

針です。

⃝ また、２０３７年３月までに石炭火力発電融資残高をゼロにする目標を掲げてお

り、引き続きポリシーに則った融資の取組みを徹底してまいります。

⃝ ２４頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
S 〜ダイバーシティ・⼈権〜 ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

多様な人材の活用

経済産業省･
東京証券取引所

｢なでしこ銘柄｣選定

5年連続

※⽀店⻑代理など、部下をもつ職務にある職員及びそれと同等の地位にある職員であり、
担当業務の責任者として、組織マネジメントの職責を担う者。

2021年
3月期

2022年
3月期

2026年
7月目標

⼥性リーダー職以上比率
（人数）※

24.4％
(453名)

2021/4/1現在

25.4％
(465名)

2022/4/1現在
30％

有給取得率 70％ － 80％

男性育児休業取得率 112.7％ － 100％
継続

 障がい者雇用の促進を図るため、2006年に設⽴。
「もにす認定」取得

（厚生労働省）

ダイバーシティ推進・数値目標

障がい者雇用者数 156人

プラチナ
えるぼし取得

銀⾏初

東日本、関東圏の銀⾏系特例
子会社で初めての認定

※2021年度のグループ
障がい者雇用率算定用
の数値
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障がい者活躍推進

外部評価

TSUBASAダイバーシティ＆インクルージョン宣言
地域の持続的な成⻑を実現するため、ダイバーシ
ティ＆インクルージョンを競争⼒の源泉と位置づけ
積極的に取組むことを宣言（2022年4月制定）

New

人権問題への取組み

2020年11月
人権⽅針

制定

 人権尊重の明文化
 サプライヤーへの

協⼒要請を織込む

2021年4月
企業⾏動指針

改定

 企業理念を改定し､
人権尊重を明文化

2021年9月
英国現代奴隷法

表明書公表

 ロンドン⽀店として
の対応から、全⾏的
対応へ変更

⃝ 「ダイバーシティ」の分野では、特に女性の活躍推進において、業界をリードす

る取組みを続けています。

⃝ ちばぎん証券とともに、銀行初のプラチナえるぼしを取得するなど、当行の活動

は外部からも高い評価を得ております。

⃝ 障がい者雇用の促進を図るために２００６年に設立した特例子会社「ちばぎん

ハートフル」での雇用を含めて、グループ全体でのべ１６０名程度の障がい者を

雇用しており、女性のみならず多様な人材の活用を進めています。

⃝ また、人権問題への取組みも強化しており、２０２０年に制定した「ちばぎんグ

ループ人権方針」では、改めて人権尊重の明文化を行うとともに、お客さまやサ

プライヤーに対しても人権を尊重し、侵害しないことを求めています。

⃝ ２５頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
S 〜地⽅創⽣〜 ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

コロナ禍におけるお客さまへの⽀援や、地域社会への貢献

New

5年連続

地域社会への貢献新型コロナウイルス感染症への対応

 屋内︓短期⼊院用ベット110床
 屋外︓プレハブ型宿泊療養施設50床

｢ちばぎん研修センター｣ を新型コロナウイルス
感染症の臨時医療施設･宿泊療養施設として提供

寄付・寄贈

25

令和3年度 地⽅創生に資する
⾦融機関等の「特徴的な取組事例」

2020年5月
千葉大学医学部附属病院

フェイスシールド
8,000セットを寄贈

SDGs私募債

みらいはぐくみ型

スポーツ応援型

医療応援型

環境配慮型

プロジェクト⽀援型

千葉環境再生基⾦または
環境保全活動を⾏う団体等への寄付

C-Value内の専用プロジェクトへの
クラウドファンディング

新規
追加

累計⾦額・件数

発⾏件数 793件
発⾏額 794億円
寄付額 132百万円

（〜2021年12月）

課題解決 新事業創出
有害鳥獣による
農業被害の解決

有害鳥獣駆除代⾏
ジビエ⾷⾁流通

販路拡大⽀援

2021年11月
千葉大学医学部附属病院

エクモカー寄贈
（購⼊資⾦1,000万円を寄付）

スキーム構築⽀援

持続可能な農業、
地域資源の地産地消の実現

2022年4月

⃝ 新型コロナウイルスへの対応については、金融機能の維持や円滑な資金供給によ

るお客さまのご支援など、地域金融機関に求められている役割をしっかりと認識

し、真摯な対応を続けています。

⃝ 対応の最前線に立つ医療機関への寄付・寄贈等の他、臨時の医療施設・宿泊施設

として当行の稲毛研修センターを提供しており、現在も有効に活用されていま

す。

⃝ また、２０１６年に取扱いを開始した寄付型私募債による累計寄付額は１億円を

超えています。

⃝ ４月にメニューを拡充し、「環境配慮型」や、ちばぎん商店が運営する

C-VALUE内のプロジェクトへのクラウドファンディングに協力する「プロジェク

ト支援型」からも寄付・寄贈先をお選びいただけるようになりました。

⃝ ２６頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
S 〜地域商社・⾃治体連携〜 ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

ちばぎん商店による地域活性化や自治体との連携

⾃治体連携

千葉県内
お客さま

ちばSDGsパートナー
登録制度の制定

他8団体

 SDGs普及や啓発、伴走支援
 ネットワーク会員同士の情報共有･連携

ちばぎん商店の取組み

成⽥発遊覧⾶⾏（JAL・ANAコラボ）
史上初プロジェクト︕JALスペシャル周遊フライト
＆ANA機内特別カンファレンス開催（2022年2月）

小湊鐵道沿線エリア特集（2022年4月下旬スタート予定）

コロナ禍で落ち込む
成⽥空港周辺を盛り上げる

 商品開発・企画⽴上げ⽀援
 プロモーション⽀援
 販路開拓⽀援
 戦略策定⽀援 等

 クラウドファンディング
 各種⽀援

「ちばSDGsパートナー登録制度」
登録企業数

945社
（2022年1月〜2月）

松⼾市

ちばSDGs 推進ネットワーク

他の⾃治体への地⽅創生SDGs推進に向けたサポート

観光・新事業による
地域活性化を狙う

 クラウドファンディング
目標達成率295％

 イベント企画にも携わる

他都道府県の認証制度登録数

2022年3月25日時点の公表情報に基づく集計

No.1 ⻑野県 1,329社
No.2 熊本県 1,012社

千葉県は募集開始2カ月にして
全国トップレベルの登録数

山武市

松⼾市

• 2021年10月 協定締結
• 2022年2月 SDGsセミナー開催
• 2022年3月 SDGs宣言制度リリース

• 2021年10月 協定締結
• 2022年2月 SDGsフォーラム開催

New

New
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⃝ ちばぎん商店が運営するクラウドファンディングサイト「C-VALUE」では、千葉

発の商品やコト消費を取扱い、千葉のまだ見ぬ魅力を発信しています。

⃝ 成田発の遊覧飛行や小湊鐵道沿線エリア特集等、特徴的なプロジェクトにも企画

から携わっており、地域活性化に資する取組みを強化しています。

⃝ また、自治体連携との連携も強化しており、ちばSDGs推進ネットワークを活用し

て、SDGsの普及・啓蒙活動や、SDGsの取組み支援活動をさらに強化すること

で、地域社会の持続的成長に貢献してまいります。

⃝ 「ちばSDGsパートナー登録制度」には、既に約１,０００社が登録しており、全

都道府県第３位と、開始２ヶ月にして全国トップレベルの登録数となっていま

す。

⃝ ２７頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
G 〜ガバナンス〜

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

グループガバナンスの⾼度化

監査役会

社外取締役
社外監査役

株主総会

経営会議

取締役会指名・報酬・経営
諮問委員会

監査役

監査役室
頭取

監査部

33％
3/9名

33％
3/9名

各部（本部）

グループチーフオフィサー制

CEO COO CSO CRO
最⾼経営責任者 最⾼執⾏責任者

CBO CIO CDTO CHRO
最⾼営業責任者 最⾼情報責任者 最⾼デジタル・

トランスフォーメー
ション責任者

最⾼人事責任者

最⾼企画責任者 最⾼リスク
管理責任者

独⽴社外取締役⽐率

⼥性取締役⽐率
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⃝ ガバナンスについては、取締役会メンバーの３分の１以上、監査役会及び指名・

報酬・経営諮問委員会では過半数を社外役員で構成し、経営監督機能の一層の発

揮に向け、グループ会社を含めたガバナンス態勢のさらなる高度化を図っていき

ます。

⃝ また、昨年６月には、第１部でDX人材についてご説明した淡路が社内から初めて

の女性取締役として選任され、女性取締役比率も３分の１となりました。

⃝ 当行グループを取り巻く環境変化にスピード感をもって対応し、新事業の創出を

支える強固な経営基盤を構築することで、新たな金融グループへの変革を進めて

まいります。

⃝ 以上で私からの説明を終わります。
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〜未来へ、つながる・超える〜
社外取締役プロフィール

29

田島 優子 高山 靖子

1979年4月 東京地方検察庁検事

1992年4月 東京弁護士会 弁護士登録
さわやか法律事務所 弁護士

2006年7月 明治安田生命保険相互会社
社外取締役

2015年6月 当⾏ 社外取締役

2015年10月 株式会社九州フィナンシャル
グループ 社外監査役
⇒2021年6月より

社外取締役 (監査等委員)

2016年10月 東京海上日動あんしん生命
保険株式会社 社外監査役

木内 登英

1980年4月 株式会社資生堂 ⼊社

2006年4月 同 お客さまセンター所⻑

2008年10月 同 コンシューマーリレーション部⻑

2009年4月 同 お客さま･社会リレーション部⻑

2010年4月 同 CSR部⻑

2011年6月 同 常勤監監査役

2015年6月 同 顧問

2015年6月 当⾏ 社外取締役

2015年6月 日本曹達株式会社 社外取締役

2016年6月 三菱商事株式会社 社外監査役

2017年6月 横河電機株式会社 社外監査役

2019年6月 コスモエネルギー
ホールディングス株式会社
社外取締役 (監査等委員)

1987年4月 株式会社野村総合研究所 ⼊社

2002年6月 同 経済研究部日本経済研究室⻑

2004年6月 野村證券株式会社 ⾦融経済研究所
調査部次⻑ 兼 日本経済調査課⻑

2007年6月 同 ⾦融経済研究所経済調査部⻑
兼 チーフエコノミスト

2012年7月 日本銀⾏ 政策委員会審議委員

2017年7月 株式会社野村総合研究所
エグゼクティブ･エコノミスト

2020年6月 当⾏ 社外取締役

※⾚字︓現職

冒頭挨拶のテーマ
DE & I ※DE & I ※

※ダイバーシティ･エクイティ&インクルージョン
ガバナンスガバナンス ⾦融環境変化への対応⾦融環境変化への対応
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本資料に関するご意⾒、ご感想、お問い合わせは
下記ＩＲ担当までお願いいたします。

株式会社 千葉銀⾏経営企画部（ＩＲ担当）

Tel : 043-301-8459
Fax: 043-242-9121

E-Mail: ir@chibabank.co.jp

本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘
するものではありません。
本資料に記載された事項の全部⼜は⼀部は予告なく修正⼜は変更されることがあります。
本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を
保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境
の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。

mailto:ir@chibabank.co.jp

